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コ ー ド 番 号 2540 本社所在都道府県 東 京 都

（ＵＲＬ http://www.yomeishu.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 塩 澤 　 太 朗
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 総 務 部 長

氏 名 北 原 　 正 彬 Ｔ Ｅ Ｌ (     )03 3462－8125
中間決算取締役会開催日 平 成 17年 11月 10日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 無
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元  1,000株）

1．           (           ～           )17年 9月中間期の業績 平 成17年 4月 1日 平 成17年 9月30日
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年 9月中間期        6,644    △10.6          383    △36.4          461    △31.1
16年 9月中間期        7,432     △6.3          603    102.5          670     91.7

17年 3月期       15,015－        1,269－        1,390－

1 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 ( 当 期 ) 純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年 9月中間期          287    △26.3           9.07－
16年 9月中間期          390     20.9         12.53－

17年 3月期          818－          25.09－
(注 )1.持分法投資損益 17年 9月中間期 百万円 16年 9月中間期 百万円－ －

17年 3月期 百万円－
2.期中平均株式数 17年 9月中間期    31,721,976株 16年 9月中間期    31,150,734株

17年 3月期     31,122,070株
3.会計処理の方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

円 銭 円銭
17年 9月中間期 － －
16年 9月中間期 － －

17年 3月期 －          15.00

( 3 )財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円銭
17年 9月中間期       38,825       32,154     82.8         978.99
16年 9月中間期       33,694       28,293     84.0         908.36

17年 3月期       35,184       29,310     83.3         942.11
(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期    32,844,352株 16年 9月中間期    31,147,749株

17年 3月期     31,071,770株
2.期末自己株式数 17年 9月中間期       155,648株 16年 9月中間期     1,852,251株

17年 3月期      1,928,230株

( 4 )キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年 9月中間期          629       △1,195        1,159        7,272
16年 9月中間期           67         △201         △470        6,103

17年 3月期        1,028         △523         △535        6,679

2．           (           ～           )18年 3月期の業績予想 平 成17年 4月 1日 平 成18年 3月31日

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期       13,914          897          539 15.00 15.00

(参考 )1株当たり予想当期純利益(通期) 16円 41銭

*上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て て 表 示 し て い ま す 。 ま た 、 業 績 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可
能 な 情 報 に 基 づ き 算 出 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ り 異 な る 結 果 と な る 可 能 性
が あ り ま す 。 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に つ き ま し て は 、 添 付 資 料 の ６ ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。
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１．経 営 方 針 

 

（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針    

当社は、慶長 7 年（1602 年）の創製以来、400 年以上にわたり愛飲され続けている「養命

酒」を中心に「人々の健康生活に貢献」することを基本理念として事業を推進してまいりまし

た。平成 16 年度より、「養命酒」をコア事業とし、さらに、持続的な成長と高収益の確保が可

能な事業構造に転換することを目指し、既存事業の収益力の強化と健康関連市場における新た

な成長機会の取り込みを図るべく、下記の 5 つを柱とする 3 ヵ年の中期経営計画（平成 16年４

月～平成 19年３月）を策定し着手しております。 

① 「養命酒」事業のコストダウンの徹底による高収益化 

② 既存ビジネスモデルを活かした健康関連新商品の投入 

③ 生薬関連技術と顧客資産を活かした新規事業の展開 

④ 「養命酒」以外の既存事業の抜本的な見直し 

⑤ マネジメント体制の再構築 

これらの取組みを推進することにより、株主各位をはじめとするステークホルダーの皆様の

ご期待に沿うべく、更なる飛躍・発展を目指します。 

 

（２）利益配分に関する基本方針（２）利益配分に関する基本方針（２）利益配分に関する基本方針（２）利益配分に関する基本方針    

当社は、養命酒の事業を発展させ、企業価値を向上させることにより、株主各位への安定的

な配当を継続することを最重要課題としており、配当で利益還元を図った後に、内部留保を行

い、企業体質の強化を図って行きたいと考えております。 

内部留保資金につきましては、中期経営計画の諸施策に充てるとともに、広い視野に立って

設備投資、研究開発などに使用することとしております。 

 

（３）株式の投資単位の引き下げに関する考え方及び方針（３）株式の投資単位の引き下げに関する考え方及び方針（３）株式の投資単位の引き下げに関する考え方及び方針（３）株式の投資単位の引き下げに関する考え方及び方針    

当社は、投資単位の引き下げが、個人投資家の株式市場への参入を促進し、株式流通の活性

化を図る有効な施策であることは認識しております。 

    投資単位引き下げにかかる施策につきましては、業績、市況等を勘案し、その費用並びに効

果等を慎重に検討した上で、株主利益の優先を基本に対処してまいりたいと考えておりますが、

現段階におきましては、具体的な施策及びその時期等につきましては未定であります。 

    

（４）目標とする経営指標（４）目標とする経営指標（４）目標とする経営指標（４）目標とする経営指標    

        当社は、持続的な成長と高収益の確保により企業価値を向上させるとともに、株主利益を重

視する観点から資本効率を高め、ＲＯＥ（株主資本当期純利益率）を重要な経営指標とするこ

とといたしております。 

  中期経営計画の最終年度（平成１９年３月期）においてＲＯＥ５％を達成することを目標と

して取り組んでおります。 
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（５）中期経営計画（５）中期経営計画（５）中期経営計画（５）中期経営計画    

    当社は平成 16 年度をスタートとし平成 18 年度を最終年度とする中期経営計画に沿って事業

構造とマネジメント体制の抜本的な改革を推進し、より価値のある商品・サービスの提供と企

業価値の向上を通じて、ステークホルダーの皆様から一層大きな支持をいただける企業へと進

化していくことを目指します。 

    当社は中期経営計画達成のため、大正製薬株式会社と業務・資本提携を行うことを合意し、

平成 17 年 7 月 11 日付取締役会において決議いたしました。新商品の共同開発、「生薬」の特性

を活かした市場開拓、中国市場への進出、営業・店頭販促の効率化の内容について両者合同の

提携委員会を設置し、具体的に検討を進めております。 

    また、本年４月より原料用アルコールの外部調達を開始し、10 月には原料用ぶどう糖の外製

化の目途がたったことにより原料工場である埼玉工場の操業を平成 18 年３月をもって停止する

ことを決定しております。 

 

① 「養命酒」事業のコストダウンの徹底による高収益化 

    当社の主力である「養命酒」事業につきましては、高収益事業体質の定着を目指し、原料調

達・生産・物流体制の抜本的な見直しを含めたコスト構造の改革を進めるとともに、より効果

的・効率的なマーケティング展開を推進していくための調査を進めてまいりました。コスト面

におきましては、「養命酒」事業の売上高広告費比率のシーリング実施などを行うとともに本年

４月より原料用アルコールの外部調達を開始しております。また、これまでのテストマーケテ

ィングの結果を踏まえ、今後、店頭における活動やより広い幅の消費者層を対象としたトータ

ルマーケティング活動を展開していく計画であります。 

「養命酒」事業の更なる高収益化を実現することにより、将来の成長に向けたダイナミック

な資源配分を推進し、企業価値増大のための経営基盤を確固たるものにいたします。 

② 既存ビジネスモデルを活かした健康関連新商品の投入 

    今まで当社が十分にカバーしきれていなかった潜在ユーザーと新規顧客層に対して、新たな

価値提供機会を取り込むべく、「養命酒」の既存ビジネスモデルを活用した、消費者の健康志向

に対応する独自の新商品の開発に取り組んでおります。 

③ 生薬関連技術と顧客資産を活かした新規事業の展開 

 健康関連市場における成長機会を取り込むために、当社の強みである生薬関連技術を活かし

た商品開発に着手するとともに、「養命酒」の顧客資産を最大限に活用した新たなビジネスモデ

ルの構築に取り組んでおります。 

④ 「養命酒」以外の既存事業の抜本的な見直し 

    「養命酒」以外のしょうちゅう、本みりん等の既存事業につきましては、事業性の再評価を

実施し、前期に、しょうちゅう事業の全国展開の撤退を既に決定いたしました。今後も新規事

業を含め事業存続・撤退基準の厳格な適用を行い、事業継続の可否について見直しを行います。 
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⑤ マネジメント体制の再構築 

    上記事業構造の改革を推進し、企業価値向上を実現するために、 

• コーポレート・ガバナンス体制の刷新 

• 組織ミッションの明確化とそれに即した組織構造の確立 

• 組織目標の実現を重視した経営管理制度の確立 

に取り組み、取締役会、執行役員制を始めとするマネジメント体制を強化いたしました。 

 

（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況    

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は社会や市場の要請にお応えする能力をより一層高め、株主各位をはじめとするステー

クホルダーの皆様のご期待に沿った経営を実践するため、特に以下の視点を重視した施策の展

開を目指し鋭意改善を行ってまいります。 

• 資本市場や株主各位をより強く意識した経営の実践 

• 経営の意思決定体制の強化と迅速性の向上 

• 経営監督機能の強化 

平成 16 年 6 月に、コーポレート・ガバナンス体制を刷新するとともに、その有効性をより高

度に発揮できるように、中期経営計画の５つの柱のうちの一つであるマネジメント体制の変革

を行いました。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナ

ンス体制の状況 

ａ）当社は会社の規模等を考慮し、監査役制度を採用しております。 

ｂ）取締役会 

取締役会は、株主価値向上を目指すための経営方針や経営目標の決定と健全な業務執行を持

続させるための監督機能を基本的な役割とし、毎月開催しております。また、その構成人数は、

取締役会の機能に即した意思決定の迅速性と有効性を高めるために 10名としております。 

ｃ）執行役員制 

取締役会による経営意思決定・監督機能と、執行役員による事業の業務執行機能とを原則と

して分離し、全社的な事業運営レベルにおける分権経営を強化するために執行役員制を導入し

ております。取締役との兼務者以外に５名の執行役員を選任しております。 

ｄ) 経営会議体 

経営企画会議と経営会議を設置しております。経営企画会議は代表取締役社長が主催し、専

務取締役執行役員と常務取締役執行役員の参加のもと、経営の執行に関する重要な政策及び戦

略立案を行っております。また、経営会議は代表取締役社長が主催し、執行役員全員の参加に

より、会社全体の業務執行方針を策定しております。 
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会計監査

 監査 

助言・指導

選任・解任

 

監督 

（業務執行） 

選任・解任 選任・解任 

ｅ) 業務執行強化のための本部組織 

本社（コーポレート）機能を強化するために、管理本部と事業本部を設置し、事業本部は、

中期経営計画に沿った事業構造の改革を実現に向けて、新規事業分野の開拓という重要な役割

に取り組んでおります。 

また、事業機能に関しては営業本部、生産本部の二本部体制としております。 

それぞれの責任を明確化し、全社の経営目標達成に向けた自律的な活動が促進される管理体制

の確立を目指してまいります。 

ｆ）リスク管理体制の整備の状況 

コンプライアンス経営のさらなる強化を図り、「コンプライアンス委員会」を設置し、法令は

もとより社会規範や企業の社会的責任（ＣＳＲ）を意識した企業倫理の確立に向けて、効果的

な社内教育体制の強化などを中心とした総合的なコンプライアンス体制の確立を進めておりま

す。また、リスクマネジメントの体制強化のために「危機管理委員会」を設置し、様々な予想

される危機の整理、責任体制及びディスクロージャーを含む迅速な対応の確立に努めておりま

す。さらに、企業の社会的責任を認識し、地球環境保全への取組み姿勢をさらに強化するため

に、「環境委員会」を設置し、取り組んでおります。 

また、「コンプライアンス委員会」、「危機管理委員会」、「環境委員会」が総合的に機能するよ

うに、経営企画会議の諮問機関と位置付けております。 

ｇ）業務執行・監視等の仕組み 

現在実施しております経営体制の概要は次の図の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株 主 総 会 

監査役会

監査役

会計監査人
経営企画会議 

経営会議 

管理本部 事業本部 営業本部 生産本部

顧問弁護士

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会 

危機管理委員会 

環境委員会 

報告 代表取締役社長 

業務監査

監査室 

取締役会 

取締役



 5

ｈ）内部監査体制及び監査役監査、会計監査の状況 

監査役は 4 名（内常勤 2 名）で、そのうち 2 名（内常勤 1 名）が社外監査役の体制となって

おります。監査役は取締役会に常時出席するとともに経営の執行に関する重要な政策及び戦略

立案並びに「コンプライアンス委員会」、「危機管理委員会」、「環境委員会」を統括しておりま

す経営企画会議やその他の社内の重要会議に出席し、監査機能の向上に努めております。 

内部統制システム構築に向け、内部監査体制を整備し、平成 17 年６月より新たに代表取締役

直轄の独立組織として監査室を設置し、業務執行の統制・監視の確立に取り組んでおります。 

また、会計監査人と監査役は定期的な打合せを行うとともに、必要に応じ情報交換を行い相

互の連携に努めております。 

当中間期の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人は、以下の通り

であります。 

指定社員 業務執行社員 鈴木 茂夫  新日本監査法人 

指定社員 業務執行社員 江口 泰志  新日本監査法人 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害

関係の概要 

 当社の社外監査役 2 名と当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

はありません。 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近 1年間における実施状況 

当社は平成 16 年 6 月の中期経営計画に基づく組織構造改革後の経営体制のもとで、定例取締

役会を毎月 1 回、臨時取締役会を機動的に開催し、重要事項の決定及び業務執行状況の監督を

行っております。また、代表取締役社長の主催で経営企画会議ならびに経営会議を毎月１回以

上機動的に開催しております。 

    業務執行強化を目的として設置いたしました管理本部、事業本部、営業本部及び生産本部は

機動的に各本部会議を行い、各本部の執行責任のもと会社全体の経営目標に向けて自律的に活

動しております。 

    また、内部監査機能の強化を目指し、監査室を新たに設置し、更に９月には人員の増強を行

いました。 

 

（７）親会社等に関する事項（７）親会社等に関する事項（７）親会社等に関する事項（７）親会社等に関する事項    

  当社は親会社等を有していない為､当該項目に記載すべき事項はありません。 

 

 

２．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績    

① 当中間期の概況 

当中間期（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）におけるわが国経済は、企業収

益の改善を背景に設備投資が増加し、緩やかな景気回復基調がみられるものの、原油価格

の高騰や年金問題などの先行き不安、不透明感が解消されないことから、予断を許さない
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状況が続いております。 

当社の関連業界におきましては、個人消費の回復が見込まれながらも、一部商品では厳

しい環境下で推移いたしました。 

このような状況のなかで、当社は、「養命酒」を通じて人々の健康生活に奉仕するとい

う社是の下、将来の安定的成長と収益の確保に向けて、養命酒事業のコストダウンによる

高収益化、新商品の開発、マネジメント体制の確立などを柱とする３ヵ年の中期経営計画

を策定し、取り組んでまいりました。中期経営計画を一層推進するために、大正製薬株式

会社と業務・資本提携を行い、今後、両社の協力関係を活用することで、新市場の開拓を

加速し、更に企業価値を高めてまいります。当中間期は、「養命酒」事業につきまして、

トータルマーケティング体制の確立に向けて、新たな消費者の取り込みや消費者ニーズの

動向の把握に取り組む一方で、原料調達・生産・物流体制の抜本的な見直しを含めたコス

ト削減に努めてまいりました。 

当中間期は、主力商品「養命酒」の売上に、しょうちゅう、本みりん及び不動産賃貸料

などを合算いたしまして、その売上高は6,644百万円（前期比△10.6％）、営業利益は383

百万円（前期比△36.4％）、経常利益は461百万円（前期比△31.1％）と減収減益となり

ました。 

これに特別損益を加減し、法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額を控除した

後の中間純利益は287百万円（前期比△26.3％）を計上することとなりました。 

 

② 通期の見通し 

通期（平成17年４月１日～平成18年３月31日）の見通しといたしましては､原油価格の

高騰や、社会保険料の引き上げなど、家計への負担増から、本格的な個人消費の回復には

不安材料も多く、通期業績につきましても厳しい状況になるものと思われます。 

このような経済環境の下において、当社は、中期経営計画に基づき新たなマーケティング活

動を展開していく所存であります。今年度につきましては、中期経営計画に基づく原料用ぶど

う糖の外製化による埼玉工場の操業停止を平成 17 年 10 月に決議しており、工場施設の休止に

伴う特別損失約 860 百万円を見込むとともに、事業効率・財務体質の向上を図るために保有資

産の処分による特別利益を見込んでおります。これらの要因により、今年度の業績予想につき

ましては主力商品「養命酒」の売上を主とした売上高 13,914 百万円、経常利益 897 百万円、当

期純利益 539百万円を見込んでおります。 

配当につきましては、厳しい中ではありますが、株主各位への利益還元を第一と考え、

期末配当金として1株につき15円を行う予定であります。 
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（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態 
 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比較して 593
百万円増加し、7,272百万円となりました。 
  当中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 
① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

    当中間期において、営業活動の結果増加した資金は 629 百万円（前年同期比 830.3％）とな
りました。これは主に税引前中間純利益 453 百万円、減価償却費 324 百万円等によるもので
あります。 

    なお、前年同期に比べ 561 百万円増加しているのは、主に役員退職慰労金の支払が 612 百
万円減少したことによるものであります。 

 
② 投資活動によるキャッシュ・フロー 
当中間期において、投資活動の結果減少した資金は 1,195 百万円（前年同期比 492.5％）と
なりました。主な収入は、定期預金等の払戻による収入 1,435 百万円、有価証券の償還によ
る収入 1,200 百万円等であり、主な支出は、投資有価証券の取得 3,674 百万円等であります。 

 
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
  当中間期において、財務活動の結果増加した資金は 1,159 百万円（前年同期は 470 百万円
の減少）となりました。主な収入は、自己株式の売却による収入 1,793 百万円、主な支出は、
配当金の支払額462百万円等であります。 

 
なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりです。 

 平成15年 

９月中間期 

平成16年 

３月期 

平成16年 

９月中間期 

平成17年 

３月期 

平成17年 

９月中間期 

株主資本比率（％） 82.7 82.2 84.0 83.3 82.8 

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率（％） 76.4 72.6 76.7 76.7 100.1 

債務償還年数（年） 0.5 0.4 6.6 0.9 0.8 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ（倍） 34.5 74.8 2.6 39.2 20.6 

（注）１ 各指標は、以下の計算式により算出しております。 
株主資本比率 株主資本÷総資産 
時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率 株式時価総額÷総資産 
債務償還年数 有利子負債÷営業キャッシュ・フロー 
中間期末における償還年数 有利子負債÷（営業キャッシュ・フロー×２） 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 営業キャッシュ・フロー÷利払い 

   ２ 株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×自己株式控除後の中間期末（期末）発行済
株式数により算出しております。 

   ３ 営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ
ーを使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支
払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フ
ロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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３．中 間 財 務 諸 表 等 

（１）中間貸借対照表 

（単位：千円） 

前 年 中 間 期 当 中 間 期 前   期 

平成16年9月30日現在 平成17年9月30日現在 平成17年3月31日現在 

期 別 

 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（資 産 の 部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産   

１ 現金及び預金  7,738,715 7,307,452  8,114,163

２ 受取手形  741,683 631,412  836,830

３ 売掛金  2,406,792 2,264,420  2,351,245

４ 有価証券  1,699,163 ―  1,199,670

５ たな卸資産  1,176,643 1,028,718  1,087,781

６ 繰延税金資産  142,882 134,843  123,422

７ その他  156,918 165,342  108,855

  貸倒引当金 △ 18,822 △ 10,511 △ 23,419

流 動 資 産 合 計  14,043,977 41.7 11,521,678 29.7  13,798,550 39.2

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

（１）建物  4,379,583 4,114,049  4,216,747

（２）機械及び装置  1,316,953 1,056,658  1,160,276

（３）土地  1,843,956 1,801,123  1,801,123

（４）その他  923,058 845,644  813,501

有形固定資産合計  8,463,552 7,817,476  7,991,649

２ 無形固定資産  44,429 32,985  36,415

３ 投資その他の資産   

（１）投資有価証券  9,933,837 18,198,945  12,149,672

（２）その他  1,246,323 1,288,679  1,242,671

  貸倒引当金 △ 37,479 △ 34,335 △ 34,335

投資その他の資産合計   11,142,681 19,453,289  13,358,008

 固 定 資 産 合 計  19,650,663 58.3 27,303,752 70.3  21,386,072 60.8

 資 産 合 計  33,694,641 100.0 38,825,430 100.0  35,184,622 100.0
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（単位：千円） 

前 年 中 間 期 当 中 間 期 前   期 

平成16年9月30日現在 平成17年9月30日現在 平成17年3月31日現在
期 別 

 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（負 債 の 部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債    

１ 支払手形  808,965 592,381   823,754

２ 買掛金  118,090 219,789   126,131

３ 未払費用  1,629,871 1,314,592   1,620,249

４ 未払法人税等  13,092 187,472   ―

５ その他  291,822 284,888   319,268

流 動 負 債 合 計  2,861,842 8.5 2,599,124 6.7  2,889,402 8.2

Ⅱ 固 定 負 債    

１ 繰延税金負債  1,091,833 2,448,061   1,498,376

２ 退職給付引当金  219,259 271,901   241,247

３ 役員退職引当金  263,200 259,700   263,200

４ 長期預り金  965,013 1,092,387   981,420

固 定 負 債 合 計  2,539,306 7.5 4,072,049 10.5  2,984,244 8.5

負 債 合 計  5,401,148 16.0 6,671,174 17.2  5,873,647 16.7

    

（資 本 の 部）    

Ⅰ 資 本 金  1,650,000 4.9 1,650,000 4.2  1,650,000 4.7

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  404,986 404,986   404,986

２ その他資本剰余金  ― 271,693   ―

資 本 剰 余 金 合計  404,986 1.2 676,680 1.7  404,986 1.1

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  412,500 412,500   412,500

２ 任意積立金  24,867,854 25,159,949   24,867,854
３ 中間(当期)未処分

利益 
 443,674 363,747   872,071

利 益 剰 余 金 合計  25,724,028 76.3 25,936,196 66.8  26,152,426 74.3
Ⅳ その他有価証券評 

価差額金  1,972,730 5.9 4,061,485 10.5  2,624,407 7.5

Ⅴ 自己株式 △ 1,458,252 △4.3 △ 170,106 △0.4 △ 1,520,845 △4.3

資 本 合 計  28,293,492 84.0 32,154,255 82.8  29,310,975 83.3

負 債 資 本 合 計  33,694,641 100.0 38,825,430 100.0  35,184,622 100.0
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（２）中間損益計算書 

（単位：千円） 

前 年 中 間 期 当 中 間 期 前   期 
自 平成 16年４月 １日 自 平成 17年４月 １日 自 平成 16年４月 １日 

至 平成 16年９月 30日 至 平成 17年９月 30日 至 平成 17年３月 31日 

期 別 

 

 

科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

 ％ ％ ％

Ⅰ 売上高 7,432,174 100.0 6,644,383 100.0 15,015,722 100.0

Ⅱ 売上原価 2,789,579 37.5 2,424,415 36.5 5,535,128 36.9

売 上 総 利 益 4,642,595 62.5 4,219,967 63.5 9,480,594 63.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,039,042 54.4 3,836,303 57.7 8,210,812 54.6

営 業 利 益 603,552 8.1 383,664 5.8 1,269,782 8.5

Ⅳ 営業外収益 89,819 1.2 103,080 1.5 160,347 1.1

Ⅴ 営業外費用 22,719 0.3 24,998 0.4 39,259 0.3

経 常 利 益 670,652 9.0 461,746 6.9 1,390,870 9.3

Ⅵ 特別利益 ― ― 12,908 0.2 64,638 0.4

Ⅶ 特別損失 23,090 0.3 21,595 0.3 154,317 1.0

税引前中間（当期）純利益 647,562 8.7 453,058 6.8 1,301,191 8.7

法人税、住民税及び事業税 5,000 0.0 185,000 2.8 238,679 1.6

法人税等調整額 252,162 3.4 △19,788 △0.3 243,714 1.6

中間（当期）純利益 390,399 5.3 287,847 4.3 818,796 5.5

前期繰越利益 53,274 75,899  53,274

中間（当期）未処分利益 443,674 363,747  872,071
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（３）中間キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

前 年 中 間 期 当 中 間 期 前   期 
自 平成16年４月 １日 自 平成17年４月 １日 自 平成16年４月 １日

至 平成16年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成17年３月31日

期 別 
 
 
 

科 目 金  額 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
税引前中間（当期）純利益 647,562 453,058  1,301,191 
減価償却費 380,680 324,508  769,520 
貸倒引当金の増加額（△減少額） 5,360 △ 12,908  6,814 
退職給付引当金の増加額 17,365 30,653  39,354 
役員退職引当金の減少額 △ 615,570 △ 3,500 △ 615,570 
受取利息及び受取配当金 △ 70,090 △ 81,915 △ 110,255 
支払利息 17,338 19,262  31,085 
有形固定資産売却益 ― ― △ 63,618 
有形固定資産売却、除却損 18,650 3,868  148,091 
投資有価証券売却益 ― ― △ 1,019 
売上債権の減少額（△増加額） 29,013 292,242 △ 10,397 
たな卸資産の減少額 100,159 59,063  189,022 
仕入債務の減少額 △ 111,621 △ 99,553 △ 68,913 
未払消費税等の減少額 △ 23,725 △ 94 △ 22,427 
役員賞与の支払額 △ 46,000 △ 38,000 △ 46,000 
その他 △ 10,130 △ 411,444  13,024 

小 計 338,995 535,241  1,559,900 
利息及び配当金の受取額 69,192 81,869  109,193 
利息の支払額 △ 25,987 △ 30,596 △ 26,238 
法人税等の支払額、還付額（△支払額） △ 314,536 42,941 △ 614,108 
営業活動によるキャッシュ・フロー 67,663 629,456  1,028,746 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
定期預金等の預入による支出 △ 2,435,000 △ 35,000 △ 3,835,000 
定期預金等の払戻による収入 2,235,000 1,435,000  3,835,000 
有価証券の取得による支出 △ 499,676 ― △ 499,676 
有価証券の償還による収入 1,400,000 1,200,000  1,900,000 
有形固定資産の取得による支出 △  326,223 △  115,621 △ 382,161 
有形固定資産の売却による収入 60 11,508  84,987 
無形固定資産の取得による支出 △ 29,232 △ 157 △ 29,389 
投資有価証券の取得による支出 △ 507,700 △ 3,674,744 △ 1,679,599 
投資有価証券の売却による収入 ― 20,000  42,685 
その他 △ 39,021 △ 36,691  40,153 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 201,792 △ 1,195,706 △ 523,000 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
短期借入れによる収入 1,100,000 1,100,000  1,100,000 
短期借入金の返済による支出 △ 1,100,000 △ 1,100,000 △ 1,100,000 
自己株式の取得による支出 △ 4,588 △ 170,607 △ 67,181 
自己株式の売却による収入 ― 1,793,040  ― 
配当金の支払額 △ 466,035 △ 462,893 △ 467,868 
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 470,624 1,159,538 △ 535,049 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―  ― 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △ 604,752 593,288 △ 29,303 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,708,467 6,679,163  6,708,467 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 6,103,715 7,272,452  6,679,163 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項    

    

１． 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 
     満期保有目的の債券……償却原価法（定額法） 
    子会社株式………………移動平均法による原価法 
    その他有価証券 
     時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
     時価のないもの………移動平均法による原価法 
（２）たな卸資産  
    製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品…………総平均法による原価法 
 
２． 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産…………定率法 
    ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。 
（２） 無形固定資産…………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。 

 
３． 引当金の計上基準 
（１） 貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
（２） 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異（1,237,875 千円）については、７年による按分額を費用処理しており
ます。 

    過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）に
よる定額法により、費用処理しております。 

    数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５
年）による定額法により、発生の翌期より費用処理しております。 

（３） 役員退職引当金 
    役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
   なお、平成 16 年６月に役員退職慰労金制度を廃止しており、役員退職引当金残高は従前の制度によ

る在任役員に対する支給予定額であり、平成 16年４月以降の要支給額の新たな発生はありません。 

 
４． リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
５． 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 
６． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 
    消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更    

  固定資産の減損に係る会計基準 
            当中間会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に 

  関する意見書」（企業会計審議会 平成 14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用 

  指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15年 10月 31日）を適用しております。これによる損益に   

  与える影響はありません。 

 

注記事項注記事項注記事項注記事項    

（中間貸借対照表関係） 
（単位：千円） 

 前 年 中 間 期 当 中 間 期 前    期 

 平成16年９月30日現在 平成17年９月30日現在 平成17年３月31日現在

１.有形固定資産の減価償却累計額 16,355,251 16,206,488 15,938,195 

２.保証債務 53,068 28,811 30,843 

３.受取手形割引高 217,804 201,857 204,728 

４.消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮
受消費税等は、相殺
のうえ、金額的重要
性が乏しいため、流
動負債の「その他」
に含めて表示してお
ります。 

同左 ――― 

 
（中間損益計算書関係） 

（単位：千円） 

 前 年 中 間 期 当 中 間 期 前    期 

 自 平成16年４月 １日 自 平成17年４月 １日 自 平成16年４月 １日 

 至 平成16年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成17年３月31日 

１.営業外収益のうち主要なもの    

受取利息 1,150 3,205 4,559 

有価証券利息 886 3,142 3,234 

受取配当金 68,052 75,568 102,461 

２.営業外費用のうち主要なもの    

支払利息 17,338 19,262 31,085 

３.減価償却実施額    

有形固定資産 372,935 321,079 754,315 

無形固定資産 7,744 3,429 15,205 

 
（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（単位：千円） 

 前 年 中 間 期 当 中 間 期 前    期 

 自 平成16年４月 １日 自 平成17年４月 １日 自 平成16年４月 １日 

 至 平成16年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成17年３月31日 

 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高と中間貸借対照表（貸借対照
表）に記載されている科目の金額との
関係 

   

現金及び預金勘定 7,738,715 7,307,452 8,114,163 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 1,635,000 △35,000  △1,435,000 

現金及び現金同等物  6,103,715 7,272,452  6,679,163 
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（リース取引関係） 

（単位：千円） 

前 年 中 間 期 当 中 間 期 前    期 
自 平成16年４月 １日 自 平成17年４月 １日 自 平成16年４月 １日 

至 平成16年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成17年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

 
(借手側) 

 
(借手側) 

 
(借手側) 

１ .リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額 

   
 取  得

価  額
相   当   額 

減価償却
累計額相
当  額 

中間期末
残  高 
相 当 額 

車輌及び運
搬具 

12,264 5,648 6,615 

工具、器具
及び備品 

99,698 68,674 31,023 

ソフトウ
ェア 

204,576 143,146 61,429 

合 計 316,538 217,469 99,068  

 取  得
価  額
相   当   額

減価償却
累計額相
当  額

中間期末
残  高
相 当 額

機械及び装
置 

96,000 3,841 92,158

車輌及び運
搬具 

12,264 7,721 4,542

工具、器具
及び備品 

99,698 88,652 11,045

ソフトウ
ェア 

204,576 184,061 20,514

合 計 412,538 284,277 128,261 

 取  得
価  額
相   当   額 

減価償却
累計額相
当  額

期  末
残  高
相 当 額

機械及び装
置 

96,000 ― 96,000

車輌及び運
搬具 

12,264 6,685 5,579

工具、器具
及び備品 

99,698 78,812 20,886

ソフトウ
ェア 

204,576 163,604 40,971

合 計 412,538 249,101 163,436 
   

(注)取得価額相当額は、未経過リ
ース料中間期末残高が、有形固
定資産の中間期末残高等に占め
る割合が低いため､支払利子込み
法により算定しております。 

同 左 (注)取得価額相当額は、未経過リ
ース料期末残高が、有形固定資産
の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定
しております。 

２.未経過リース料中間期末残高
相当額 

(2)未経過リース料中間期末残高
相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当
額 

   
１ 年 内 62,966

１ 年 超 36,102

合 計 99,068 

１ 年 内 41,510

１ 年 超 86,750

合 計 128,261 

１ 年 内 70,352

１ 年 超 93,084

合 計 163,436 
   
(注)未経過リース料中間期末残高
相当額は、未経過リース料中
間期末残高が、有形固定資産
の中間期末残高等に占める割
合が低いため､支払利子込み
法により算定しております。 

同 左 (注)未経過リース料期末残高相当
額は、未経過リース料期末残
高が、有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算
定しております。 

３.支払リース料及び減価償却費
相当額 

(3)支払リース料及び減価償却費
相当額 

(3)支払リース料及び減価償却費
相当額 

   
支払リース料 31,986 

減価償却費相当額 31,986  

支払リース料 35,175 

減価償却費相当額 35,175  

支払リース料 63,618 

減価償却費相当額 63,618  
   
４.減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。 

同   左 同   左 
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（単位：千円） 

前 年 中 間 期 当 中 間 期 前    期 
自 平成16年４月 １日 自 平成17年４月 １日 自 平成16年４月 １日 

至 平成16年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成17年３月31日 

――― ２.オペレーティング・リース取
引 

 

２.オペレーティング・リース取
引 

 

 （貸手側） （貸手側） 
 (1) 未経過リース料 (1) 未経過リース料 
 １年内 10,080 

１年超 31,920 

合計 42,000  

１年内 10,080 

１年超 36,960 

合計 47,040  
   

 

 

 

 

（有価証券関係） 

 

  前年中間期（平成 16年９月 30日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                    (単位：千円) 

内   容 中間貸借対照表計上額 時    価 差   額 

    

国債 1,703,303 1,704,290 986

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                      (単位：千円) 

内   容 取 得 原 価 中間貸借対照表計上額 差   額 

    

株式 6,088,571 9,376,455 3,287,883

 
３．時価評価されていない有価証券                          (単位：千円) 

内   容 中間貸借対照表計上額 
  

(1)満期保有目的の債券 
 コマーシャル・ペーパー 499,892 

(2)子会社及び関連会社株式   
 子会社株式 17,962 

(3)その他有価証券   
 非上場株式（店頭売買株式を除く） 53,350 

合計 571,204 
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  当中間期（平成 17年９月 30日現在） 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                    (単位：千円) 

内   容 中間貸借対照表計上額 時    価 差   額 

    

国債 2,888,817 2,882,160 △6,657

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                      (単位：千円) 

内   容 取 得 原 価 中間貸借対照表計上額 差   額 

    

株式 8,078,930 14,848,072 6,769,141

 
３．時価評価されていない有価証券                          (単位：千円) 

内   容 中間貸借対照表計上額 
  

(1)子会社及び関連会社株式   
 子会社株式 17,962 

(2)その他有価証券   
 非上場株式 462,056 

合計 480,018 

    

    

    

        前 期（平成 17年３月 31日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                    (単位：千円) 

内   容 貸借対照表計上額 時    価 差   額 

    

国債 2,871,503 2,875,401 3,897

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                      (単位：千円) 

内   容 取 得 原 価 貸借対照表計上額 差   額 

    

株式 6,050,475 10,424,489 4,374,013

 
３．時価評価されていない有価証券                          (単位：千円) 

内   容 貸借対照表計上額 
  

(1)子会社及び関連会社株式   
 子会社株式 17,962 

(2)その他有価証券   
 非上場株式 53,350 

合計 71,312 
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（デリバティブ取引） 

前 年 中 間 期 
自  平成 16 年４月 1日 
至  平成 16 年９月 30 日 

当 中 間 期 

自  平成 17 年４月 1日 
至  平成 17 年９月 30 日 

前    期 
自  平成 16 年４月 1日 
至  平成 17 年３月 31 日 

当社は、デリバティブ取引を
全く利用していないため、該当
事項はありません。    

同  左 同  左 

 

（持分法投資損益） 

前 年 中 間 期 
自  平成 16 年４月 1日 
至  平成 16 年９月 30 日 

当 中 間 期 

自  平成 17 年４月 1日 
至  平成 17 年９月 30 日 

前    期 
自  平成 16 年４月 1日 
至  平成 17 年３月 31 日 

関連会社がないため記載して
おりません。    

同  左 同  左 

 

（重要な後発事象） 

前 年 中 間 期 
自  平成 16 年４月 1日 
至  平成 16 年９月 30 日 

当 中 間 期 

自  平成 17 年４月 1日 
至  平成 17 年９月 30 日 

前    期 
自  平成 16 年４月 1日 
至  平成 17 年３月 31 日 

該当事項はありません。 平成 17 年 10 月 28 日開催の
取締役会において、原料用ぶど
う糖の製造を主体とする埼玉工
場の操業を停止することを決議
しました。 

①操業停止の理由 

 中期経営計画（平成 16 年
４月～平成 19 年３月末まで
の３ヵ年計画）にもとづき原
料調達の見直しを進めており
ましたが、原料用ぶどう糖の
外製化がこの 10 月に目途が
立ったことにより、操業を停
止することを決定いたしまし
た。 

②操業を停止する工場の概要 

工場名 埼玉工場（埼玉県鶴
ヶ島市） 

操業停止時期（予定） 

    平成 18年３月 31日 

③損益に与える影響額 

 操業停止に伴い、当期にお
いて工場施設の休止による特
別損失を約 860 百万円計上す
る予定であります。 

該当事項はありません。 
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４． 生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状 況 

 

 製品別売上高明細表 

(単位：千円) 

前 年 中 間 期 当 中 間 期 前    期 

自 平成 16年４月 1日 自 平成 17年４月 1日 自 平成 16年４月 1日 

至 平成 16年９月 30日 至 平成 17年９月 30日 至 平成 17年３月 31日 

           期     別 

 

 

 品    目 数    量 売上金額 数    量 売上金額 数    量 売上金額 

 kl kl kl 

   養    命    酒 4,856 7,273,235 4,325 6,480,413 9,813 14,678,162

    

   （うち輸出分）  (194,202) (138,921)  (492,897)

   

   その他の製品  70,846 71,791  158,030

   

   不 動 産 収 入  88,092 92,179  179,529

   

   

   合          計  7,432,174 6,644,383  15,015,722

   

（注）１ 受注生産は行っておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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